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公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針の策定について 

 

 

 平成 15 年３月 31 日付国官総第 702 号、国官技第 351 号により通知された「国

土交通省所管公共事業の新規事業採択時評価実施要領」第５の規定に基づく公

共事業評価システム研究会の下に設置した事業評価手法検討部会での検討結果

を踏まえ、「公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針」を策定したので

通知する。各事業の費用便益分析マニュアル等については、本指針に基づき検

討を進め、各事業所管部局より別途通知することとしている。 

 また、本指針は評価の実績、評価技術の向上等を踏まえつつ、今後さらなる

改善を図ることとしており、貴職におかれても改善に向けた取り組みをお願い

したい。 

 なお、本指針の策定に伴い、「社会資本整備に係る費用対効果分析に関する

統一的運用指針（平成１１年３月建設省策定）」、「運輸関係社会資本の整備

に係る費用対効果分析に関する基本方針（平成１１年３月１０日運輸省公共事

業改革等推進本部決定）」のうち費用便益分析に関する事項については廃止す

る。 
 
 
 
 
 

④ 公共事業の費用便益分析に関する技術指針
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